


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第　1　年　度 326 635 一309
第　2　年　度 827 686 141
第　　3　年　度 909 741 168
合　　　　　　計 2，062 2，062 0
【出所】IASC［1997］，　par．6．2．8，日本公認会計士協会訳，　p．124，　JWG［2000］，par．6．5，日本公認会
計士協会訳，238．表は引用者が作成した。
　図表2の第1列が、金融資産を公正価値で評価し、その評価差額を即時に（発生した期
間に）損益に計上する処理である。これに対して、図表2の第2列は、金融資産を償却原
価で評価し、金利収益を計上する処理である。この場合の金利収益は、約定利子率により
時間の経過とともに収益を計上しているため実現損益と考えることができる。また、第3
列は市場利子率が変動したことによる損益であり、未実現損益としての性格を有する。こ
こで、第2列の実効金利収益に第3列の市場利子率の変動による損益を加減すると第1列
の公正価値利益と一致する。
　図表2の第1列が、包括的公正価値評価における利益計算である。ここで、利益計算構
造について検討する。包括的公正価値評価では、まず金融資産を公正価値で測定し、その
変動額として利益を把握する計算プロセスである。すなわち、利益を一会計期間における
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「資産と負債の増減に関連づけて」（EASB［1976］，　par．35，津守監訳，　p．54）測定し、「連携を
前提とすれば、利益の測定と資産・負債の測定は同一の構成部分をなすが、資産負債利益
観においては利益は従属変数となる」（EへSB［1976］，　par．37，津守監訳，　p．54）のであり、包括
的公正価値評価における利益計算構造が資産負債利益観に基づくものであり、当期利益た
る公正価値利益は資産負債利益観に基づく利益概念（包括利益）に該当すると解される。
　また、包括的公正価値評価では、もはや実現損益と未実現損益の区別は行われず、利益
認識における実現ないし実現可能性が追加的な要件として考慮されていないと解される
（IASC［1997］，　par．6．3．5，日本公認会計士協会訳，　pp．126－127，　JWG［2000］，　par．6．44，日本公認
会計士協会訳，p．247）。ここでは、資産の測定が収益・費用の認識・測定に制約されるとい
う関係にはないと解される。このような点からも、包括的公正価値評価における利益得計
算構造が奪産負債利益観に基づくものであると解される。
　この結果、包括的公正価値評価における利益認識は、発生基準によっていると解される
（森川［2001］，p．12）。こうした点については、∫WG基準案も、次のように指摘する。すなわ
ち、「公正価値をベースとして利益を認識することの実用的成果は、事象が発生したときに
当該事象に係る公正価値の影響が反映されるということである。経済状況の変化の損益計
算書への影響を、それがたまたま実現したときではなく、発生したときに認識することに
より、経済的原因（例えば市場金利の変動）およびその損益計算書への影響を分析するこ
とが可能になる」（JWG［2000］，　par．6．7，目本公認会計士協会訳，　p．239）と。
　このように、包括的公正価値評価では、すべての金融資産の評価差額が、発生基準によ
り認識され、資産負債利益観に基づく包括利益に計上される。この点で部分的公正価値評
価と異なるのである。部分的公正価値評価では、利益認識においてある程度の確実性を考
慮し、そのような要件を満たす売買目的有価証券ないしデリバティブの評価差額にっいて
収益費用利益観に基づく稼得利益に計上し、そうでない売却可能有価証券ないしキャッシ
ュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段として指定されるデリバティブの評価差額にっいて資産
負債利益観に基づく包括利益に計上すると解される。包括的公正価値評価では、そのよう
な経営者の保有意図に基づく利益認識の追加的な要件が考慮されることなく、収益費用利
益観に基づく利益概念（稼得利益）が資産負債利益観に基づく利益概念（包括利益）の中
間的構成要素として組み込まれるごとはない。そのため、上述のように、当期利益は資産
負債利益観に基づく利益概念（包括利益）としての性格をもっこととなり、そのなかには、
部分的公正価値評価では稼得利益に計上されないこととなる「その対価たる貨幣性資産の
流入が相当に不確実とみられる」（森川［2001］，p．10）金融商品の評価差額も含まれており、
当期利益には「一定の容認しうるレベルをこえた不確実性ないしボラティリティが伴わざ
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るとえない」（森川［2001］，p．10）と解される。
②包括的公正価値評価における利益の性格
　次に、包括的公正価値評価における利益の性格について検討する。包括的公正価値評価
における利益計算では、金融資産を公正価値で測定し、それに基づいて利益が計算される。
公正価値は、「将来〔キャッシュ・フロー一〕の金額に関する市揚参加者の期待」（FASB［2004］，
par．7）を反映すると解される。そのため、「将来〔キャッシュ・フロー〕の金額に関する市
揚参加者の期待」（FASB［2004］，　par．7）が、資産測定を通じて、利益計算にも反映されると
解ざれる。
　例えば、草野［2005］は、次のように指摘する。「公正価値会計では、（仮想的な）市場参加
者の将来に関する平均的な期待は、公正価値の測定を通じて利益計算に反映される」（草野
［2005］，p．35）と。また、　JWG基準案も、次のように指摘する。「公正価値は、現在の経済情
勢が金融商品に及ぼす影響に関する市場の評価を反映するものであり、公正価値の変動は、
それらの経済情勢の変化が生起したときにその変化を反映する。これは、競争的で開放的
な市場経済で決定された金融商品の公正価値は、測定日までに入手可能であったすべての
情報を具体化しているという期待から導き出されるものである」（JWG［2000〕，　par．1．8．（a），日
本公認会計士協会訳，pp。152－153）と。
　資産負債利益観では、利益は「企業の富の増加の尺度」（EASB［1976］，　par．46，津守監訳，
p．56）とされる。また、包括的公正価値評価における利益計算には「将来〔キャッシュ・フ
ロー〕の金額に関する市場参加者の期待」（FASB［2004］，　par．7）が反映されると解される。
そのため、資産負債利益観に基づく利益概念である公正価値利益は、「〔経営者〕自らが積
極的に行った意思決定によって生じた事象のみならず、市場における価格変化など、企業
に対して財務的影響を与えるすべての事象」（佐藤［2001］，p．23）を反映するものと解され、
基本的には「経営者が下した判断の良否を表現する尺度」（佐藤［2003d］，p．42）たりえないと
解される。
　しかし、包括的公正価値評価における利益計算の根底には、「経営者は企業に対して生じ
たすべての財務的影響に対して責任がある」（佐藤［2003d］，p．42）という考え方が据えられて
いると解される。例えば、JWG基準案は、次のように指摘する。すなわち、「損益を発生時
に利益として認識することは、経営者の業績の説明責任と評価を容易にする。こうした損
益を、後に実現させた別の経営者に帰属させるのではなく、発生時の経営者に帰属させる
からである。公正価値による利益は、金融資産を保有し続ける、金融負債を継続して引き
受けるという意思決定の損益計算書への影響について、経営者に効果的に責任をもたせる」
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（∫WG［2000］，　par．6．13，日本公認会計士協会訳，　P．240）と。このように、経営者は金融資産
を保有し続ける、あるいは金融負債を継続して引き受けるという意思決定を行った結果と
して・公正価値の変動、すなわち市場における価格変化などに起因する純資産増減額に対
しても責任を負うことが求められている。
　ここで注目されるのは、経営者が責任を負う意思決定の内容が拡張されていると解され
る京である。蔀分的公正価値評価では、満期保有目的有価証券については、当該有価証券
を取得した時点に経営者がそのキャッシュ・フローを固定するという意思決定を行ってい
るため、その意思決定どおりに財務収益が獲得されるのに応じた利益計算が行われる。ま
た、売却可能有価証券については、長期的に保有することを目的とする、あるいは金融資
産と金融負債の両方を考慮して金利リスクを管理することを目的とするために、その評価
差額をその他の包括利益に計上し、経営者が当該有価証券を売却するという意思決定を行
った時に、売却損益を純利益（稼得利益）に計上する。さらに、デリバティブのうちキャ
ッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段として指定されたものについては、ヘッジ対象取引
のキャッシュ・フローを固定することを目的とするため、その評価差額をその他の包括利
益に計上し、ヘッジ対象取引が純利益（稼得利益）に影響を及ぼす会計期間に純利益（稼
得利益）に振り替えることにより、ヘッジ対象取引のキャッシュ・フローを固定するとい
う意思決定を反映した利益計算が行われる。したがって、部分的公正価値評価では、金融
資産を取得する、あるいは売却するという意思決定が、利益計算に反映されると解される。
　これに対して、包括的公正価値評価では、企業は契約の当事者となった時点で「金融資
産に固有の〔損失の発生する可能性としての〕リスクと〔収益を獲得する〕機会にさらさ
れる」（IASC［1997］，　par．3．3．2，日本公認会計士協会訳，　pp．42－43）ため、「経済状況の変化を、
それがたまたま〔売却により〕実現したときではなく、発生したときに、損益計算書への
影響を認識する」（∫WG［2000］，　par．6．7，日本公認会計士協会訳，　P．239）ことが求められる。な
ぜならば、「濃密かつ活発な市場が存在することにより直接的または間接的に影響を受ける
多くの金融エクスポージャーの状況下では、（…中略…）〔売却による〕67実現利得は、未実
現利得と同じ経済的事象を反映しているのであって、実現は単に利得の確証（確認）を示
すにすぎない」（Ceams　et　al．［1999］，　par．4．12）と解される。そのため、売却によって実現した
67beams　et　al．［1999］では、実現の定義は示されていないが、これがアメリカで採用されてい
る業績報告アプローチ（損益計算書および第二の業績計算書）に関連付けて記述されてい
る（Cearns　et　al．［1999］，　par．4．7）ことから、　SEACで提示されている実現と同義と解釈した。
上述のように、SFAC　5では実現は次のように指摘されている。「収益および利得は、製品（財
貨もしくは用役）、商品またはその他の資産が現金または現金請求権と交換される時点に実
現される」（FASB［1984］，par．83．a，平松・広瀬訳，　p．249－250）と。
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利得および損失のみならず、価格変動による利得および損失も利益計算に計上されること
になる。そして、価格変動による利得および損失は「金融資産を保有し続ける、金融負債
を継続して引き受けるという意思決定の損益計算書への影響」（JWG［2000］，　par．6．13，日本公
認会計士協会，p．240）として理解される。
　したがって、包括的公正価値評価では、金融資産を取得する、保有し続ける、あるいは
売却するという意思決定が、利益計算に反映されると解される。Willis［19981は、次のよう
に指摘する。「〔金融〕資産の取得、売却および〔金融〕負債の発生、決済ならびに〔金融〕
資産の継続保有または〔金融〕負債の継続負担に関する経営者の意思決定が企業の業績に
どのような影響を及ぼしているかを反映する」（willis［1998】，　p．15）と。
　このように、金融資産を取得、ないし売却する意思決定のみならず、金融資産を保有し
続ける意思決定も含めて、経営者は業績に対して責任を負うこととなり、「経営者の責任の
範囲を広く捉える」（佐藤［2003d］，　p．42）ことが求められていると解される。
（3）小括
　ここで本章における検討内容を整理しておく。
　本章では、包括的公正価値評価は、投資家および債権者の経済的意思決定に有用な情報
の提供という財務報告の目的から導き出されることが確認され、また、「将来キャッシュ・
フローの市場〔参加者〕による現在〔すなわち決算時点〕の評価」（mSC［1997］，　par．5．4．2，日
本公認会計士協会，p．83）に基づく情報が、当該意思決定に有用な情報とみなされると解さ
れる。このことから、包括的公正価値評価は、会計の枠組みとしての意思決定説を理論的
基礎としていると解される。
　また、包括的公正価値評価における評価差額の処理方法がいかなる利益観に基づいてい
るか指摘した。包括的公正価値評価では、利益計算プロセスおよび資産測定と収益・費用
の認識・測定の関係から、資産負債利益観に基づく利益計算構造が採用されていると解さ
れる。包括的公正価値評価では、経営者の保有意図に基づく利益認識の追加的な要件が考
慮されることなく、収益費用利益観に基づく利益概念（稼得利益）が資産負債利益観に基
づく利益概念（包括利益）の中間的構成要素として組み込まれることはない。そのため、
そこで計算される当期利益は、資産負債利益観に基づく利益概念（包括利益）としての性
格をもつこととなり、そのなかには部分的公正価値評価で稼得利益に計上されないことと
なる「その対価たる貨幣性資産の流入が相当に不確実とみられる」（森川［2001】，p．10）金融
商品の評価差額も含まれており、当期利益には「一定の容認しうるレベルをこえた不確実
性ないしボラティリティが伴わざるとえない」（森川［2001］，p．10）と解される。
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　さらに、包括的公正価値評価における利益の性格がいかなるものであるのか指摘した。
包括的公正価値評価では、「将来〔キャッシュ・フロー〕の金額に関する市場参加者の期待」
（FASB［2004］，　par．7）が、資産測定を通じて、利益計算にも反映されると解される。したが
って、計算される利益は、「企業の富の増加の尺度」（EへSB［1976］，　par．46，津守監訳，　p．58）
であり、そこには「〔経営者〕自らが積極的に行った意思決定によって生じた事象のみなら
ず、市場における価格変化など、企業に対して財務的影響を与えるすべての事象」（佐藤
［2001］，p。23）を反映されるため、基本的には「企業の業績なしいし効率性の尺度」
（FASB［1976］，　par．46，津守監訳，　p．58）たりえないと解される。
　しかし、包括的公正価値評価では「経営者の責任の範囲を広く捉える」（佐藤［2003d］，p．42）
ことが求められていると解され、「〔金融〕資産の取得、売却および〔金融〕負債の発生、
決済ならびに〔金融〕資産の継続保有または〔金融〕負債の継続負担に関する経営者の意
思決定」（willis［1998］，　p．15）に関して、経営者は業績に対する責任を負うことが求められ、
その結果、「経営者は企業に対して生じたすべての財務的影響に対して責任」（佐藤［2003d］，
p．42）を負うことが求められると解される。
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第IV部の小括
　ここで第IV部における検討内容を整理しておく。
（1）公正価値概念
　公正価値概念は、市場価格を中心とする概念であり、将来キャッシュ・フローに関する
市場参加者の期待が重視される。そして、このような市場価格を基礎とした公正価値概念
は、将来キャッシュ・フU一の金額、時期および不確実性を反映した測定値として、資産
および負債の経済的特徴に関する表現上の忠実性を備えた会計情報であり、その意味で投
資家および債権者の経済的意思決定に有用な情報の提供という財務報告の目的に貢献する
ことが期待される。
（2）公正価値評価の二形態と会計の枠組み
　部分的公正価値評価と包括的公正価値評価のいずれも、投資家および債権者の経済的意
思決定に有用な情報の提供という財務報告の目的から導き出されるものであり、会計の枠
組みとしての意思決定説を理論的基礎とするものであるが、両者は、当該意思決定に有用
であるとみなされる情報の観点で相違することを指摘した。部分的公正価値評価では、将
来キャッシュ・フローに関する市場参加者の評価を反映した情報と解される公正価値は、
経営者の保有意図に基づいて一部の金融資産の測定に限定して適用され、金融資産の測定
全体としては、経営者の保有意図に基づく将来キャッシュ・フローに関する情報が有用で
あるとみなされる。これに対して、包括的公正価値評価では、将来キャッシュ・フローの
市場参加者の評価に基づく情報が有用な情報とみなされる。
（3）公正価値評価の二形態と利益計算構造
　部分的公正価値評価と包括的公正価値評価では、利益計算構造が相違することが指摘で
きる。部分的公正価値評価では、評価差額の処理に適用される方法に応じて、収益費用利
益観に基づく利益計算構造、あるいは収益費用利益観に基づく利益概念（稼得利益）が資
産負債利益観に基づく利益概念（包括利益）の中間的構成要素として位置付けられる利益
計算構造となると解される。これら2つの場合に共通するのは、収益費用利益観に基づく
稼得利益概念を採用している点であり、その利益認識において実現ないし実現可能性を考
慮することにより、「一定の容認しうる不確実性ないしボラティリティをこえた価値増加
（保有利得）の当期利益〔すなわち稼得利益〕への計上は回避される」（森川［2001］，p．11）
ことになると解される。
　これに対して、包括的公正価値評価では、利益計算プロセスおよび資産測定と収益・費
用の認識・測定の関係から、資産負債利益観に基づく利益計算構造となると解される。包
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括的公正価値評価では、経営者の保有意図に基づく利益認識の追加的な要件が考慮される
ことなく、収益費用利益観に基づく利益概念（稼得利益）が資産負債利益観に基づく利益
概念（包括利益）の中間的構成要素として組み込まれることはない。包括的公正価値評価
における利益には、部分的公正価値評価で稼得利益に計上されない金融商品の評価差額も
含まれており、当該利益には「一定の容認しうるレベルをこえた不確実性ないしボラティ
リティが伴わざるとえない」（森川［2001］，p．10）と解される。
（4）公正価値評価の二形態と利益の性格
　部分的公正価値評価と包括的公正価値評価では、そこで計算される利益の性格が相違し、
さらに経営者の業績に対する責任の範囲も異なることが指摘できる。部分的公正価値評価
における利益計算の根底には、「経営者の将来〔キャッシュ・フロー〕に関する期待」（草
野［2005］，p．99）を反映させるべきであるという考え方が据えられている。その結果、稼得利
益が「経営者が下した判断の良否を表現する尺度」（佐藤［2003d］，p，42）として位置付けられ、
「利益の多寡に関する責任も経営者が負うことになる」（佐藤［2003d］，p．42）と解される。し
かし、包括利益は、「企業の全体に関して当期中に生起したすべての事象に起因した純資産
増減額」（佐藤［2001］，p．23）として位置付けられ、経営者は、市場における価格変化などに
起因する純資産増減額について「自分が意思決定することでコントロールできるわけでは
ないとして経営者は自分の成果（業績）とは無関係と主張する」（佐藤［2003b］，　p．69）ことに
なると解される。
　これに対して、包括的公正価値評価では、「将来〔キャッシュ・フロー〕の金額に関する
市場参加者の期待」（FASB［2004］，　par．7）が、資産測定を通じて、利益計算にも反映される
と解される。したがって、そこで計算される利益は、「企業の富の増加の尺度」（FASB［1976］，
par．46，津守監訳，　p．58）であり、本来は「企業ないし経営者の業績の尺度」（EASB［1976］，　par．46，
津守監訳，p．58）とはみなされない。しかし、包括的公正価値評価では「経営者の責任の範囲
を広く捉える」（佐藤［2003d］，p．42）こととなり、「〔金融〕資産の取得、売却および〔金融〕
負債の発生、決済ならびに〔金融〕資産の継続保有または〔金融〕負債の継続負担に関す
る経営者の意思決定」（willis［1998］，　p．15）について、経営者は業績に対して責任を負うこと
が求められ、その結果、「経営者は企業に対して生じたすべての財務的影響に対して責任」
（佐藤［2003d］，　p．42）を負うことが求められると解される。
99
結　章
　本研究では、金融商品の公正価値評価の二形態、すなわち部分的公正価値評価と包括的
公正価値評価について、会計の枠組みおよび利益観の観点から分析し、その理論的基礎を
究明した。本章では、本研究の総括を行う。
　本研究は、会計の枠組みを「会計責任説」と「意思決定説」とに区別し、また利益観を
「収益費用利益観」と「資産負債利益観」に区別している。この会計の枠組みと利益観は、
相互に独立しているのではなく、それぞれの会計の枠組みにおける利益計算構造とそれぞ
れの利益観に基づく利益計算構造は共通性を有しており、このような視点から分析すると
会計責任説と収益費用利益観との間、意思決定説と資産負債利益観との間にそれぞれ一定
の関係性が見出せると解される。
　すなわち、会計責任説では、会計責任の履行を目的とし、企業の各種利害関係者間の利
害を調整するために、株主から提供された資本の管理運用の成果としての利益計算が会計
の中心的な課題となり、そこにおける会計情報には、検証可能性ないし客観性が求められ
る。このような会計の目的、中心課題の観点から、取得原価主義に基づく利益計算が導き
出される。
　また、収益費用利益観のもとでは、利益は企業ないし経営者の業績の尺度と捉えられ、
利益計算プロセスは収益の実現と収益・費用の対応として記述される。そして、収益費用
利益観では、収益・費用が支配的概念となり、資産・負債の測定は、利益測定プロセスに
よって規定される。このような利益の定義ないし性格、利益計算プロセスの観点から、当
該利益観を基礎とした場合には、期間損益の認識にっいて発生主義会計を採用し、またそ
の測定について収支主義会計を採用する利益計算構造が想定される。
　以上の検討から、会計責任説と収益費用利益観は、利益認識における実現基準および資
産測定に係る取得原価基準を接点として結び付くと解されるのである。
　一方、意思決定説では、情報利用者に対する経済的意思決定のために有用な情報の提供
を会計の目的とし、当該意思決定に役立つ情報の提供が求められる。このような会計目的
の観点から、資産・負債の測定において、積極的に時価ないし割引現在価値が採用される。
　また、資産負債利益観では、利益は企業の富の増加の尺度と捉えられ、利益計算プロセ
スは資産・負債の変動に関連付けられて記述される。そして、資産の定義を企業の経済的
資源の財務的表現とする観点から、資産の測定属性は、キャッシュ・インフローの大きさ
を示す測定属性を採用することが望ましいと解され、原理的には時価、特に将来キャッシ
ュ・フローの割引現在価値が選択されると解される。
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　以上の検討から、意思決定説と資産負債利益観は、資産・負債の測定属性を接点として
結び付くと解されるのである。しかし、意思決定説のもとでも、資産負債利益観に基づく
利益概念の計算過程として収益費用利益観に基づく利益概念を中間的構成要素として組み
込むことは可能であると解され、それは、意思決定説における会計の目的である情報利用
者に対する経済的意思決定のために有用な情報として、いかなるものを想定するかによる
と解される。
　本研究の出発点として、会計の枠組みとしての会計責任説および収益費用利益観に基づ
く利益計算構造と金融資産の公正価値評価との関係を検討している。上述のように、会計
の枠組みとしての会計責任説および収益費用利益観に基づく利益計算構造を想定する場合、
資産の測定属性は歴史的原価が導き出されると解され、金融資産の公正価値評価は、この
ような会計の枠組みおよび利益観とはなじまないものであると解される。そのため、金融
資産の公正価値評価の理論的基礎として、会計の枠組みとしての意思決走説の採用、さら
には資産負債利益観に基づく利益計算構造の採用が求められると解される。
　次に、本研究は、会計の枠組みと利益観を分析のフレームワークとして、公正価値評価
の二形態、すなわち部分的公正価値評価と包括的公正価値評価の理論的基礎を分析してい
る。その分析に先立って、公正価値評価の基礎となる公正価値概念の内容を明らかにする
必要があるため、これを検討している。そのうえで、本研究は、公正価値評価の各形態と
会計の枠組みないし利益観との関連性を、資産測定および評価差額の処理の各観点から検
討しているのである。検討の結果を要約すれば、以下のとおりである。
（1）公正価値概念
　公正価値概念は、市場価格を中心とする概念であり、将来キャッシュ・フローに関する
市揚参加者の期待が重視される。そして、このような市場価格を基礎とした公正価値概念
は、将来キャジシュ・フローの金額、時期および不確実性を反映した測定値として、資産
および負債の経済的特徴に関する表現上の忠実性を備えた会計情報であり、その意味で投
資家および債権者の経済的意思決定に有用な情報の提供という財務報告の目的に貢献する
ことが期待される。
（2）公正価値評価の二形態と会計の枠組み
　部分的公正価値評価と包括的公正価値評価のいずれも、投資家および債権者の経済的意
思決定に有用な情報の提供という財務報告の目的から導き出されるものであり、会計の枠
組みとしての意思決定説を理論的基礎とするものであるが、両者は、当該意思決定に有用
であるとみなされる情報の観点で相違することを指摘している。部分的公正価値評価では、
将来キャッシュ・フローに関する市場参加者の評価を反映した情報と解される公正価値は、
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経営者の保有意図に基づいて一部の金融資産の測定に限定して適用され、金融資産の測定
全体としては、経営者の保有意図に基づく将来キャッシュ・フローに関する情報が有用で
あるとみなされる。これに対して、包括的公正価値評価では、将来キャッシュ・フローの
市場参加者の評価に基づく情報が有用な情報とみなされるのである。
（3）公正価値評価の二形態と利益計算構造
　部分的公正価値評価と包括的公正価値評価では、利益計算構造が相違することを指摘し
ている。部分的公正価値評価では、評価差額の処理に適用される方法に応じて、収益費用
利益観に基づく利益計算構造、あるいは収益費用利益観に基づく利益概念（稼得利益）が
資産負債利益観に基づく利益概念（包括利益）の中間的構成要素として位置付けられる利
益計算構造となると解される。これら2つの場合に共通するのは、収益費用利益観に基づ
く稼得利益を採用している点であり、その利益認識において実現ないし実現可能性を考慮
することにより、一定の水準の不確実性ないしボラティリティをこえる評価差額の当期利
益（稼得利益）へゐ計上が回避されることになると解される。
　これに対して、包括的公正価値評価では、利益計算プロセスおよび資産測定と収益・費
用の認識・測定の関係から、資産負債利益観に基づく利益計算構造が採用されると解され
る。包括的公正価値評価では、経営者の保有意図に基づく利益認識の追加的な要件が考慮
されることなく、収益費用利益観に基づく利益概念（稼得利益）が資産負債利益観に基づ
く利益概念（包括利益）の中間的構成要素として組み込まれることはない。包括的公正価
値評価における利益には、部分的公正価値評価で稼得利益に計上されない金融商品の評価
差額も含まれており、当該利益は一定の水準をこえる不確実性ないしボラティリティを伴
うこととなると解される。
（4）公正価値評価の二形態と利益の性格
　部分的公正価値評価と包括的公正価値評価では、そこで計算される利益の性格が相違し、
さらに経営者の業績に対する責任の範囲も異なることを指摘している。部分的公正価値評
価における利益計算の根底には、経営者の将来キャッシュ・フロV－・一・に関する期待を反映さ
せるべきであるという考え方が据えられている。その結果、稼得利益が企業ないし経営者
の業績の尺度として位置付けられ、経営者は当該利益に関して責任を負うことになると解
される。しかし、包括利益は、当期中の取引その他の事象および環境要因からもたらされ
る純資産増減額として定義され、経営者は、市場における価格変化などに起因する純資産
増減額について自分が意思決定することでコントロールできるわけではないとして、経営
者の業績とは無関係であると主張されることになると解される。
　これに対して、包括的公正価値評価では、将来キャッシュ・フローの金額に関する市場
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参加者の期待が、資産測定を通じて、利益計算にも反映されると解される。したがって、
そこで計算される利益は、企業の富の増加の尺度であり、本来は企業ないし経営者の業績
の尺度とはみなされない。しかし、包括的公正価値評価では、経営者の責任の範囲を広く
捉えることとなり、金融資産の取得、売却および金融資産の継続保有に関する経営者の意
思決定について、経営者は業績に対して責任を負うことが求められ、その結果、経営者は
企業に対して生じたすべての財務的影響に対して責任を負うことが求められ、その意味で
は包括的公正価値評価における利益は、企業ないし経営者の業績の尺度としての性格も付
与されると解される。
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